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(百万円未満切捨て)

１．2023年１月期第２四半期の業績（2022年２月１日～2022年７月31日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年１月期第２四半期 6,158 6.3 354 △39.1 339 △42.2 217 △45.4

2022年１月期第２四半期 5,796 － 582 － 587 － 399 －
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年１月期第２四半期 30.64 －

2022年１月期第２四半期 56.11 －
　

四半期経営成績に関する注記
（注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首から適用してお

ります。

３ 2021年1月期は連結業績を開示しておりましたが、清算手続き中である連結子会社Lamon Bay FurnitureCorp.の重要性が乏しくな

ったことから、連結の範囲より除外し、2022年1月期第１四半期会計期間より非連結決算に移行いたしました。そのため、2022年1月期

第2四半期の対前年同四半期増減率については記載しておりません。
　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年１月期第２四半期 4,909 3,008 61.3

2022年１月期 4,552 2,904 63.8

(参考) 自己資本 2023年１月期第２四半期 3,008百万円 2022年１月期 2,904百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年１月期 － 0.00 － 10.00 10.00

2023年１月期 － 0.00

2023年１月期(予想) － 10.00 10.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無
　

３．2023年１月期の業績予想（2022年２月１日～2023年１月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 12,649 － 501 － 480 － 309 － 43.44
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：有

（注）2023年1月期の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しているため、上記の業績

予想は当該会計基準を適用した後の金額となっており、対前期増減率は記載しておりません。

　　



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無
　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年１月期２Ｑ 7,112,400株 2022年１月期 7,112,400株

② 期末自己株式数 2023年１月期２Ｑ 535株 2022年１月期 535株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年１月期２Ｑ 7,111,865株 2022年１月期２Ｑ 7,111,865株
　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づ
き算定しており、今後の経済状況等の変化により、実際の業績は予想値と異なる結果となる場合があります。
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１．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2022年１月31日)

当第２四半期会計期間
(2022年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 940,248 959,471

売掛金 655,624 883,844

商品 1,605,275 1,712,574

原材料及び貯蔵品 44,320 51,672

その他 124,188 82,922

流動資産合計 3,369,657 3,690,486

固定資産

有形固定資産 239,377 259,695

無形固定資産 124,316 125,913

投資その他の資産

敷金及び保証金 550,600 548,028

繰延税金資産 232,022 249,446

その他 36,202 36,202

投資その他の資産合計 818,826 833,676

固定資産合計 1,182,520 1,219,286

資産合計 4,552,178 4,909,772

負債の部

流動負債

買掛金 467,982 318,689

１年内返済予定の長期借入金 34,683 8,348

未払法人税等 106,019 147,017

前受金 405,990 －

賞与引当金 58,628 112,192

ポイント引当金 58,000 －

契約負債 － 701,229

その他 465,781 567,169

流動負債合計 1,597,085 1,854,646

固定負債

退職給付引当金 31,964 28,759

資産除去債務 18,135 18,146

その他 98 24

固定負債合計 50,198 46,931

負債合計 1,647,284 1,901,577

純資産の部

株主資本

資本金 380,485 380,485

資本剰余金 360,485 360,485

利益剰余金 2,164,174 2,267,474

自己株式 △250 △250

株主資本合計 2,904,894 3,008,194

純資産合計 2,904,894 3,008,194

負債純資産合計 4,552,178 4,909,772
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（２）四半期損益計算書

第２四半期累計期間

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 2021年２月１日
　至 2021年７月31日)

当第２四半期累計期間
(自 2022年２月１日
　至 2022年７月31日)

売上高 5,796,490 6,158,997

売上原価 2,172,899 2,997,971

売上総利益 3,623,590 3,161,025

販売費及び一般管理費 3,040,646 2,806,222

営業利益 582,944 354,803

営業外収益

受取利息 11 12

運送事故受取保険金 672 1,245

助成金収入 10,444 7,382

その他 239 714

営業外収益合計 11,367 9,353

営業外費用

支払利息 1,641 1,683

為替差損 5,481 23,289

その他 ‐ 5

営業外費用合計 7,122 24,978

経常利益 587,189 339,179

税引前四半期純利益 587,189 339,179

法人税、住民税及び事業税 66,717 119,476

法人税等調整額 121,405 1,777

法人税等合計 188,122 121,254

四半期純利益 399,066 217,925
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 2021年２月１日
　至 2021年７月31日)

当第２四半期累計期間
(自 2022年２月１日
　至 2022年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 587,189 339,179

減価償却費 74,340 59,675

賞与引当金の増減額(△は減少) 43,800 53,564

退職給付引当金の増減額(△は減少) 2,886 △3,204

ポイント引当金の増減額(△は減少) △5,000 -

受取利息 △11 △12

支払利息 1,641 1,683

助成金収入 △10,444 △7,382

売上債権の増減額(△は増加) △260,724 △228,220

棚卸資産の増減額（△は増加） △271,592 △74,614

仕入債務の増減額（△は減少） 20,264 △149,293

未払消費税等の増減額(△は減少) △144,849 86,472

契約負債の増減（△は減少） － 135,534

その他 △17,941 77,342

小計 19,559 290,726

利息及び配当金の受取額 10 11

利息の支払額 △1,638 △1,593

助成金の受取額 10,444 7,382

法人税等の支払額 △117,470 △79,357

営業活動によるキャッシュ・フロー △89,095 217,169

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △25,063 △50,158

無形固定資産の取得による支出 △10,960 △33,623

敷金及び保証金の差入による支出 - △15,882

敷金及び保証金の回収による収入 10,000 -

投資活動によるキャッシュ・フロー △26,023 △99,665

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △2,730 △940

長期借入金の返済による支出 △131,260 △26,335

配当金の支払額 △56,683 △71,005

財務活動によるキャッシュ・フロー △190,673 △98,280

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △305,792 19,223

現金及び現金同等物の期首残高 1,085,658 940,248

現金及び現金同等物の四半期末残高 779,865 959,471
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はございません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はございません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、unico事業における配送サービスを伴う商品の販売について、従来、出荷時点で収益を認識してお

りましたが、納品時点で収益を認識する方法に変更しております。

また、配送サービスについて、従来、配送業者に支払う荷造運賃を販売費及び一般管理費に計上した上で顧客

から受け取る配送料を控除しておりましたが、配送サービスは商品を提供する履行義務に含まれることから顧客

から受け取る配送料を収益として認識し、配送業者に支払う荷造運賃を売上原価に計上する方法に変更しており

ます。

さらに、当社のポイント制度について、従来、将来使用されると見込まれる額を売上高から控除してポイント

引当金を計上しておりましたが、付与したポイントを履行義務として識別し、将来の失効見込み等を考慮して算

定した独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行う方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取り扱いに従っ

ており、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期

会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第２四半期累計期間の売上高は252,759千円増加し、売上原価は587,250千円増加し、販売費及び

一般管理費は303,388千円減少し、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ31,102千円減少してお

ります。また、利益剰余金の当期首残高は43,505千円減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「前受

金」及び「ポイント引当金」は、第１四半期会計期間より「契約負債」に含めて表示することとしました。なお、

収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により組替え

を行っておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はあ

りません。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

前事業年度の通期決算短信（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関す

る仮定について重要な変更はありません。

　


